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1984 年 9 月の全斗煥（チョン・ドゥファン）大統領による訪日の際、日本側からの日本大
衆文化の開放を要求したことに加え、さらに韓国側からは 1994年 1 月には孔魯明（コン・
ノミョン）駐日大使による 日本文化開放に関する発言があり、これをきっかけに、初めて
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































改めて問い直されるようになったのは、2001 年 9月 11 日の「同時多発テロ」事件以後であ






































































































































12 ピーター・ヴァン・ハム（Peter van Ham）が、2002 年に『フォーリン・アフェアーズ
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いる研究としては、アン・チャンヒョン＊「日本、デジタル完全移行 2011 年」『海外放送
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76 「文化政策は、非常に複雑な領域（a sector of immense complexity）である。」
実践的次元からの文化政策は、芸術（文化産業）・人文分野・文化遺産などに対する政府
活動の総体として、芸術の生産・流通・マーケティング・消費活動を振興させるための
政府の戦略と活動が含まれる。(Mulcahy K. V., Cultural Policy: Definitions and
Theoretical Approaches. The Journal of Arts Management, Law and society, Vol.35,
No.4: 319-330, 2006.)
77 「文化産業振興基本法」は 1999 年 2月 8 日法律第 5927 号として制定され、その後一部
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流通・消費等と関連したサービスを行う産業のこと（第 2 条）。






























































































































































































































































































































年に Foreign Policy という雑誌の秋号に、”Soft Power”という論文を投稿し、最初にソ
フト・パワーという言葉を使い、その概念を提唱した。ナイによるこの概念は、追って 1992
年に発刊された、1980 年代のアメリカ衰退論に異議を唱えた著書 Bound to Lead （邦題『不
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出典：Mark Leonard and Vidhya Alakeson, Going Public : Diplomacy for the

























所上席研究員であったピーター・ヴァン・ハム（Peter van Ham）が、2002 年に『フォーリ
















































































































アや韓国など、多くの国々が注目しており、2008 年 9 月に発表された上位 20 カ国（調査
対象数は 50 カ国） は次の通りである。
【表Ⅰ－3】 国家ブランド調査順位（2008 年 9 月）
1.ドイツ 7.米国 13.ノルウェー 19.アイルランド
2.フランス 8.スイス 14.オーストリア 20.ベルギー
3.英国 9.オーストラリア 15.デンマーク 24.シンガポール
4.カナダ 10.スウェーデン 16.スコットランド 27.インド
5.日本 11.スペイン 17.ニュージーランド 29.中国
6.イタリア 12.オランダ 18.フィンランド 33.韓国
出典: ＧＦＫ（Global Market Insite, Inc.）ＨＰに基づき筆者が作成。
この調査における順位付けを見ると、【表Ⅰ－3】に示す 2008 年度調査では、アジア諸国
の中では 5位と一国だけと高い順位となっている日本を除き、韓国 33 位に対し、シンガポ




李明博政権は、国家ブランド強化に優先的に取り組むこととし、2009 年 1 月には大統領
府直属の国家ブランド委員会を設置し、この調査でのランキングを 2013 年までにＯＥＣＤ
諸国平均の 15 位以内とする目標を設定した。また 2009 年 3 月、同委員会は、在韓外国人
へのアンケートや 67 カ国の現地人へのインタビューに基づいて、①開発途上国と経済発展
経験の共有 ②海外の学生との交流拡大 ③海外ボランティアの名称統一 ④在外同胞ネッ
トワークの構築 ⑤ハングル普及拡大とテコンドーのブランド化 ⑥グローバル市民意識の
養成 ⑦大韓民国のブランド発掘・広報 ⑧暖かい多文化社会づくり ⑨デジタル技術を活用










しかし、アンホルト国家ブランド指数を見る限り、韓国は 2008 年の 33 位に対して、2010











一方、この調査で日本は、2005 年に調査が開始されて以来、総合評価で 8 位を下回った









言える）46また、調査対象となった 26 か国のほとんどが、日本を 50 ヵ国中の 10位以内に
評価しており、そうでないところもドイツが 14 位、イギリスが 12 位、イタリアが 12 位と、
悪くない評価をしている。唯一の例外が中国であり、中国人による日本の評価は評価対象
50 ヵ国中 25位である。なお、評価が低いのは日本側からも同じことである。いや、同じど
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る 1998 年 10 月訪日を契機に、韓国において日本文化が開放されるようになった。
韓国国内で「日本文化の開放」に関する議論が増幅し、公論化されたのは、金泳三政権
下の 1994 年 1 月になされた、孔魯明（コン・ノミョン）韓国駐日大使による「日本文化開
放」発言が契機とされている。次いで 1995 年 2 月には、金泳三大統領による「三段階開放」
が「日本文化開放」の基本方針として発表された。1997 年にはＩＭＦ 金融危機にあたり、
韓国国会において、「ＩＭＦ危機を招いた原因は、単なる経済政策の失敗にあるのではない、
文化不在こそＩＭＦ危機の根本的原因だと確信する」（『国会本会議会議録』1998 年 8 月 27
日、辛基南議員）という発言もあった。その後、1998 年 4 月 17 日、文化観光部長官によ
る大統領業務報告の際に、金大中大統領が日本文化開放への対応を指示した以降、各界に
おいて「日本文化開放」に関する論議が進むことになった。

























民国との間の協定」が締結された。1965 年以降も、1983 年 1 月に中曽根首相が訪韓の際、
















ど、長らく朝鮮独立運動に関わってきた。1945 年 8月 15 日に日本の降伏により第 2 次大戦
が終戦後、朝鮮半島は、北緯 38 度線を境界に、北部はソ連、南部はアメリカを中心とする
連合国による軍政下に置かれることとなった。李承晩は、終戦 2 ヵ月後の 1945年 10 月に、
軍政統治下の朝鮮半島に戻り、韓国の独立と建国運動の中心人物となった。1948 年 5 月 10
日に行われた国際連合監視下での総選挙の後、1948年 8 月 15 日に朝鮮半島南部を実効支配
する大韓民国が、アメリカの後ろ盾によって建国され、李承晩は国会議員による間接選挙
の下で、議会多数の支持を得て初代大統領に就任した1。
また、大韓民国建国の翌月の 9 月 9 日に、朝鮮半島北部を実行支配する朝鮮民主主義人
民共和国（以下、北朝鮮）が、金日成により建国された。1950年 6 月 25日、北朝鮮の攻撃













1951 年 10月 20 日、第 1 次日韓国交正常化交渉（日韓会談）が開催された。しかし日韓
両国は 14 年後の 1965 年まで、合意に到達することはなかった。その理由は、日韓両国を
隔てる感情的対立の根深さと、統治時代についての両国の歴史認識の見解が異なったこと
にある。米国が日韓会談を促進して、漁業問題と在日韓国人の処遇問題を解決しようとし





日本の統治時代に関する評価と見解の差により、1945 年から 1960 年の間、日韓間の感情









月政府樹立当時には、文教部が文化行政業務全般を担当していたが、その後 1948年 11 月
の「政府組織法」とともに発足した広報処が、法律の公表、言論情報、宣伝、広報、映画、
印刷出版、著作権、放送に関する事項等を管掌し、映画検閲・単行本出版業務を担当する































































その後、1961年 5 月 16日、朴正熙による軍事革命が成功した後、軍事革命委員会をへて
成立した国家再建最高会議は、法令の整理にも意欲を見せ、1961年 7 月 15日に「旧法令整
理に関する特別措置法」を公布した。次いで、7月 18 日に内閣令第 48 号「法令委員会規定」
が定められ、内閣首班の下に、法令整理委員会を設け、内閣事務処長を委員長にし、専門
委員 20 名以内をおいた。1961 年 8 月 25 日～62 年 1 月 20 日の約 4 か月の間に委員会が続
行され、その結果、旧法令の勅令 64、法律 74、制令 87、朝鮮総督府令 89、米軍政法令 31、




































































朴正煕大統領は日本統治下で、1940 年満州国新京の軍官学校に 2 期生として入校し、1942
年卒業の時は、成績優秀者として満州の皇帝から金時計を受賞し、次いで 1944年東京座間

















1965 年 4 月東京において、日韓間の「請求権問題の解決」、「漁業に関する合意事項」、「経

























る「日本国と大韓民国間の文化財及び文化協力に関する協定（1965 年 6月 22 日調印、12












1961 年に制定された「公演法」、1962 年の「映画法」、更には 1962 年 6 月に発令した「放






























放送倫理委員会（放倫）については第 3 章で詳しく述べることとするが、1962 年 6 月には
「自由で品格のある放送を目指し、民族文化の向上と公共の福祉増進を図る」という趣旨






































































府の文化芸術政策に積極性が現れ、公演法（1961 年 12 月 30 日）、出版社及び印刷所の登録
に関する法律（1961年 12 月 30 日）、映画法（1966年 8 月 3 日）、放送法（1963年 12 月 6
日）、音盤（レコード）に関する法律（1967 年 3 月 30 日）など、現在施行されている文化
関連法と呼ばれる大部分の文化関係法律が制定された。しかしこれらは、日本統治時代の
法体系をそのまま踏襲したもので、文化芸術の支援策というより政府側の広報面に偏重し































に増加していった。1972 年 2月 24 日、「文化公報部」の下部組織として設けられた「韓国
弘報協会」は、当初は政府の政策を含む国内の実情を海外へ広報することを主な目的とし















1972 年 8 月 14 日に制定された「文化芸術振興法」に基づき、1973 年「韓国文化芸術振






朴正熙大統領は、1971 年の第 7 代大統領就任演説の中で「先代の伝統と文化を継承・発
展させるとともに、文芸・学術の積極的な発掘、文化韓国の中興への格別な関心と支援を
していく」52と述べ、1968 年に発足した「文化広報部」による文芸振興長期計画が立案され















国際交流としては、「韓国美術 5 千年展」が 1976 年に日本で、1979 年にはアメリカで開催
された。民族芸術団、国楽演奏団、パンソリ等の伝統芸術の海外での公演数も増加した。








された方向で成案された第 2次「文芸中興 5 か年計画」（1979～1983）では、第 1 次計画の
3 倍に達した投資規模により、部門別投資額も大幅に増加した。しかしながら、第 2次計画
は、1979 年に発生した 10.26 事態（朴正煕大統領暗殺事件）以降の政治変革により、計画
が中断されたまま、政権が変わることになった。




1974 年 1975 1976 1977 1978



































































1979 年 10月 26 日に朴正煕大統領暗殺事件が起きると、暗殺事件の捜査を指揮した保安
68
司令官全斗煥陸軍少将は、12月 12 日の粛軍クーデターによって実権を掌握し、1980 年 5






















1984 年には 9 月 6 日から 3 日間、全斗煥大統領により、韓国の元首として初めての日本
公式訪問が行われた。両国関係及び国際情勢等につき幅広い意見交換を行い、8 日には両首
脳による共同声明が発表された。両国首脳相互訪問が実現したことは両国にとって歴史的
な出来事であった。また、1986 年 9 月には中曽根首相がソウルでのアジア大会に出席し、
1988 年のソウル・オリンピック及びアジア大会への協力の一環として、同大会に支援を行
うことを表明した58。
















また同時期、韓国内では、1980 年 5 月に「非常戒厳令」が発令され、1980 年 11 月に「言




足の前に廃止し、「言論基本法」の問題条項を全面排除した法律を 1987 年 11 月に制定し、
以前のとおり、「定期刊行物の登録に関する法律」（1987 年 11月 28 日）、「放送法」（1987



















と国内観光の振興を同時に追求した。1975 年 12 月に、観光産業を国家戦略産業として指定
70
し経済政策の一環として推進した結果、観光を通じた外貨輸入が 1982 年には 5 億ドルを超


































































が 1994 年に最終的に妥結し70、これにより金泳三政権に入り 1995年にはＷＴＯに加盟する
ことになった。また国際経済の世界化・地域主義拡散の動きに対応し、世界経済秩序形成
に積極的に参加しようと、1995 年 3 月にＯＥＣＤ加盟申請書を公式に提出し、1996 年 12
月には 29 番目の正式加盟国になった。この時点で韓国は経済成長率（ＧＤＰ）7.1％を達
72




韓国政府は、ウルグアイラウンド妥結に対応し 1993 年 6 月「外国人投資開放 5か年計画
（1993～1997）」を樹立し、外国人投資制限業種を 224 業種から 132 業種に縮小した。引き
続き、1994年 6 月には 150 個の制限業種の内 43 個の業種に関しては投資基準を設け、54
業種に関しては 1997 年以降基準を設けるよう 5 か年計画を修正しつつ、開放を進展させた。
しかし、1996 年にＯＥＣＤに加盟することにより、最終的に 44業種に対する留保及び開放
計画を提出することにより、5 か年計画修正案より 1 年前倒しでその開放幅を拡大した72。
ウルグアイラウンドでは、その間、交渉対象にならなかったサービス交易部門の市場開放
を対象に含めることとなった。これにより、工業産品に制限された韓国経済の対外開放が




















この時期の文化関連法律としては、1987 年の 6・29宣言により、1980 年 12 月に制定さ
れた「言論基本法」が廃止され、1987 年 11 月には、放送の自由・公的機能を保証すること
により、民主的世論の形成かつ国民文化の向上を目指し、公共福祉の増進に寄与すること
を目的として、「放送法（1987 年 11月 28 日）」が、1991 年には「音盤・ビデオに関する法
73








年 8 月の「放送法」の改正により、民営放送制度が導入され、1991 年 12月にはＳＢＳが開
局した。2000 年 2 月 13 日には従来の「放送法」と「総合有線放送法」、「有線放送管理法」
「韓国放送広告公社設置法」などを単一法として統合し、統合放送法として改正すること
になった。












































































































































て「映画振興法」（1995 年 12 月 30 日）、1967 年の音盤に関する法律の内容にビデオに関す












間で議論されてきた日本文化開放が実現することとなった。そして、1998 年 10月 20 日に
は第 1 次開放が実施され、次いで 1999年 9 月 10 日第 2 次開放、そして 2000 年 6月 27 日




























そして、1998 年 10 月の金大中大統領が訪日の際、小渕首相との日韓首脳会談が開催され、
「21 世紀に向けた新たな日韓パートナーシップ共同宣言」の中で「日本文化開放」方針が
発表され、1998 年 10 月、第１次開放が行われた。そして、その後 1999年に第 2次開放、
次いで 2000年に第 3次開放、2004 年には第 4次開放、2006 年に第 4 次追加開放と、日本
文化の開放は段階的に実施された。
1965 年の日韓国交正常化以降、日本文化開放について長年に亘り、色々な論議が行われ
てきたが、1998 年 10 月の金大中大統領の訪日を契機に、開放が実現した。2004年の第 4
次開放までの間の開放に向けた主な動きを各時期別に、表にまとめると次のようになる。
【表Ⅱ－2】 日本文化開放に向けた日韓間の歴史
年 月 日 内 容
1965 年 6 月 22 日 日韓国交正常化
〃 12 月 18 日 日韓間「文化財及び文化協力に関する協定」締結
1967 年 日韓文化交流協定の推進、世論の反対で後退
1971 年 7 月 30 日 駐韓日本大使館に広報官室設置
1981 年 9 月 日韓議員連盟第 9 次合同総会で「文化交流基金」設置を合意
1983 年 1 月 中曽根総理大臣訪韓、「日韓間文化的国境を崩すべき」と発言
〃 12 月 15 日 日本側「日韓文化交流基金」の設置
〃 12 月 第 1 回日韓文化交流実務者間協議の開催
1984 年 9 月 全斗煥大統領日本訪問の際、日本側から日本大衆文化開放要求
1988 年 3 月 21 日 外務大臣会談により「21 世紀日韓委員会」発足
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〃 12 月 盧泰愚大統領、日本大衆文化解禁を示唆
1989 年 1 月 韓国における海外旅行全面自由化
1990 年 3 月 日本文化交流実務者会議で日本側が文化開放を要求
〃 5 月 24 日 盧泰愚大統領の訪日時に「査証簡素化書簡」に署名
1994 年 1 月 31 日 孔魯明駐日大使 「日本文化開放」発言
〃 2 月 25 日 金泳三大統領、「三段階開放 」を基本方針として発表
1995 年 2 月 28 日 李洪九総理、臨時国会で「日本文化開放」発言
〃 4 月 12 日 金大中亜・太平和財団理事長、訪日中に日本文化段階的開放を主張
1996 年 2 月 竹島（独島）領有権（EEZ）問題
〃 4 月 従軍慰安婦（ＵＮ人権委員会決議）問題
1997 年 1 月 別府での首脳会談にて「日韓青少年交流事業」の実施を合意
〃 10 月 27 日 金大中亜・太平和財団理事長、「日本文化開放」発言
〃 12 月 3 日 通貨危機・ＩＭＦ（国際通貨基金）救済措置
1998 年 2 月 28 日 文化体育部を文化観光部に改編
〃 4 月 17 日 文化観光長官、大統領業務報告の際「日本文化開放」公式確認
〃 5 月 13 日 「日韓文化交流政策諮問委員会」設置
〃 8 月 27 日 辛基南議員「文化不在こそＩＭＦ危機の原因」との本会議発言。
10 月 日韓首脳会談（金大中大統領・小渕首相）開催
〃 10 月 20 日 第一次日本文化開放
1999 年 2 月 1 日 「文化産業振興基本法」制定
〃 9 月 10 日 第二次日本文化開放
2000 年 6 月 27 日 第三次日本文化開放
〃 8 月 小泉首相の靖国神社参拝問題
2001 年 5 月 8 日 韓国政府による扶桑社出版の中学校歴史教科書の修正要求
〃 8 月 22 日 「（財）韓国文化コンテンツ振興院」の設立
2002 年 4 月 小泉首相の靖国神社参拝問題
〃 6 月 日韓共催サッカー・ワールドカップ開催
2003 年 1 月 小泉首相の靖国神社参拝問題






























を強調して103、対日文化開放に舵を切った。そして、1998 年 10 月の金大中大統領が訪日の
際、小渕首相との日韓首脳会談が開催され、「日韓パートナーシップ共同宣言」の中で「日









され、それに従い、1998 年 10 月の第１次開放から 2000 年 6 月の第 3 次開放まで日本文化
81
の開放が連続的に行われてきた。しかしその後、歴史教科書問題や小泉首相の靖国神社参
拝問題などによる否定的な対日感情の増幅によって、2001 年 7月 12 日の凍結宣言で追加開
放が一時中断されたが、2003 年 6月 7 日の日韓首脳会談の際、「日韓文化交流の活性化のた
め韓国は日本文化の開放を拡大する」と共同声明で発表し、2004 年 1 月 1 日に第 4 次開放



















わたる首脳会談が行われた。3 月 21日～23 日間の小泉首相の訪韓の際には日韓両首脳によ
り、2002 年を両国にとって歴史的記念の年とし、友好協力関係を一層飛躍的に発展させる
との決意が再確認された。5月 31 日から 6 月 30 日まで開催されたワールドカップ大会の開
会式への小泉首相の出席、また日本で行われた決勝戦、閉会式への金大中大統領夫妻の出
席、両国の選手チームの活躍等により両国の友好関係は向上した110。






















































































言を契機に、韓国国内で「日本文化の開放」に関する議論が公論化され、1994 年 2月 25 日
には、金泳三大統領によって、日本文化「三段階開放」方針が発表された。一方金大中大































































































断された。その後 1年以上中断されていた文化開放は、2003 年 6 月 7 日に、東京で行われ
た小泉首相と盧武鉉大統領との日韓首脳会談の席で、両首脳が共同声明で表明した「日本
大衆文化開放の拡大原則」により協議が再開され、2004 年 1 月の第 4 次開放となった。
しかし、その後の靖国参拝問題、竹島問題など両国間の政治的問題による緊張状態の中で、

































































































劇場用アニメ 未開放 未開放 国際映画祭受賞作























































出典：平成 15年 12 月 30 日付日本外務省文書「韓国政府による日本文化開放政策（概要）」、
並びに『文化政策白書』文化観光部、2004 年、478頁、チョン・クワンリョル他『日
本大衆文化開放 10 年』韓国文化観光研究院、2009年、347 頁を基づき作成。
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（２）完全開放への問題点





































よる参拝に対して韓国から不快感を表明したが、2013 年 12 月 26 日に安倍首相が政権発足
1 周年を期に参拝を行い、更なる関係悪化の要因となった138。また、竹島（独島）をめぐる










印象を持っている日本人は約 4 割、日本に対して「良くない」印象を持っている韓国人は 8
割近い結果であった140。
また読売新聞も、同社と韓国日報が 2014 年 5 月 23～25 日にかけて実施した共同世論調
査（電話方式）の結果について、「現在の日韓関係について、日本では「悪い」と答えた人
が 87％に達し、1995 年以降の調査で最悪だった昨年の 71％を大きく上回った。韓国でも「悪
い」は 86％で、昨年の 78％から増え、過去 3番目の高さだった。日本では「韓国を信頼で




















年 10 月に第１次開放が行われ、2004年には第 4 次開放、2006年に第 4次追加開放と、日
本文化の開放は段階的に実施された。
本節では、韓国において「日本文化開放」が公論化された 1994年から、開放が一時中断さ
れ第 4 次開放が行われる前の 2003 年までの「日本文化開放」をめぐる論議を「国会会議録」
を用いて反対論・慎重論・不可避論の各論議の言説分析・論調分析を行ない、これにより
「日本文化開放」に至る、韓国内の歴史的背景と政治的過程を明らかにしたい。













































































































反対論 慎重論 不可避論 合計
日本文化開放前（1994.1.31－1998．10.19） 9 2 3 14
開放後 （1998.10.20－2001.7.11） 3 8 6 17
開放中断期 （2001.7.12－2003.12.31） 1 5 6





















































































く」『本会議会議録』1994 年 7 月 20 日、李敏燮（文化体育部長官）。
３ 日韓歴史認識の再考観点からの慎重論：開放後（1998.10.20－2001.7.11）
1998 年 10 月、第１次開放から行われた日本文化開放は、2000年 6 月には第 3 次開放ま
で行われてきた。一方、第 3次開放以降、当初は 2002 年に予定されていた第 4 次開放を最
後に、全面開放がなされる予定であったものの、2000 年 8 月に小泉総理の靖国神社参拝問






















場占有率は 14.2％に上っている」『本会議会議録』2000 年 7 月 14 日、李美卿（新しい千年
民主党）。
「日本教科書歪曲に対する対応策として日本文化の全面白紙化または開放時期を再検討
して行く必要がある」『本会議会議録』2001 年 4 月 16 日、鄭東采委員。
（２） 慎重論
「日本文化の開放は原則的に望ましい政策である。日韓間の懸案等を考慮しつつ、段階
的に推進して行くべきである」『国会本会議会議録』1998 年 11月 12 日、趙淳議員。
「日本文化開放による社会的影響、文化衝撃を受けること等に関して検討し、政府から
の制度的支援を行い、メディア受容者へのメディア教育、文化教育を実践して行くことが




















































たのである」『文化観光委員会会議録』2000 年 6 月 27 日、朴智元（文化観光部長官）。
４ 未来志向的日韓関係構築上の不可避論：開放中断期（2001.7.12－2003.12.31）
文化観光政策研究院では、2000 年 3 次開放までの日本文化開放の影響分析・及び追加開
放方案を研究してきた。まず映画部門では、開放初期とは異なって、一定期間経過後、占
有率が徐々に下がっているのが分かった。詳しい内容として、日本映画は、開放以降に総
65 編の映画が上映されたが、市場占有率は（ソウル市場基準）、1999 年に 3.1％、2000 年
には、7.4％で最高潮に達したものの、2001 年に 1.4％、2002 年 3.2％に減少した。3 次開
放から流入された劇場用アニメの場合、総 10編輸入し、8 編が上映され、3 編が興業に成
功した。観客数は 138 万名に集計された。
音盤分野では、音盤輸入額は、2000 年には約 6億ウォン、2001年には 5億 2000 万ウォ


















がある」『文化観光委員会会議録』2001 年 11月 2 日、鄭範九議員。
「現在までの日本文化開放の状況から考えると、今後残っているのは、全面開放しか無
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に転換した。そして 1998 年 2 月に、従来の文化体育部を文化観光部に改編し、担当分野と
して観光・メディアなどを加えて拡大する組織改正を行うとともに、政策的には「創意的
文化国家」を掲げ、文化産業を国家基盤産業として育成することを強調した4。







くための、「文化産業発展 5 か年計画」が、2000 年にこれを拡大発展させた「文化産業振興
5 か年計画」、すなわち「文化産業ビジョン 21」が発表された6。
そして、2001 年 6 月には、「文化産業振興 5 か年計画」で設けられた文化産業の発展基
盤をもととし、デジタル時代に対応した具体的な実践計画として、「コンテンツコリアビジ
ョン 21」が計画されることにより、2003 年までに、国庫及び基金 3,810 億ウォン、民間資




さらに、2001 年 8 月の「韓国文化コンテンツ振興院」の設立に伴い、デジタルコンテン
ツ制作基盤の拡充を図るため、既に 2000 年より運営されている 835 億ウォン（約 83 億円）























1994 476,262 3,012 0.63％ 54 1.8％
1995 567,173 3,838 0.68％ 152 4.0％
1996 629,626 4,591 0.73％ 189 4.1％
1997 714,006 6,531 0.91％ 132 2.0％
1998 807,629 7,574 0.94％ 168 2.2％
1999 884,850 8,563 0.97％ 1,000 11.7％
2000 949,199 11,707 1.23％ 1,787 15.3％
2001 1060,963 12,431 1.17％ 1,474 11.9％
2002 1161,198 13,985 1.20％ 1,958 14.0％






































































「文化産業振興基本法」は、制定以降、2000 年、2002 年、2007 年と数回改正されて来た

























1970～80 年代 1980 年代 1990 年代 2000 年代
技術発達方向 ハードウエア ソフトウエア ネットワーキング コンテンツ




メ・放送・キャラクター等の分野で 1,200 万ドルの契約が成立し、その外、約 3,000 万ド
ルの契約相談が商談中であり、また、ＫＢＳのドラマ『冬のソナタ』は日本ＮＨＫへ 4,400













る政策支援システムを再編する必要性があった。次に、1999 年「文化産業発展 5 か年計画」
に基づいたデジタル時代に対応すべく、文化コンテンツの分野別の実質的な競争力を高め
るための細部的な実践計画が必要であった。
「コンテンツコリアビジョン 21」計画の中では、2003 年まで総 8,546 億ウォンあ（約 850
億円）の財源を造成し、投資・支援することを決め、その財源の内容は、国庫及び基金 3,810
億ウォン（44％）、民間資金 4,000 億ウォン（47％）、その他 736 億ウォン（9％）などで構
115
成され、財源造成計画は次のとおりであった。













2001 ‐ 200 100 200 500 1,500 736 3,236
2002 555 200 100 300 500 1,500 ‐ 3,155
2003 555 200 100 300 ‐ 1,000 ‐ 2,155
計 1,110 600 300 800 1,000 4,000 736 8,546










































































2 月京城放送局が開局されてから、第二次大戦後 1959 年に最初の民営地域ラジオ放送、釜
山文化放送が開局されるまでは、放送を規制する法律はなかったが、朴正熙政権下の 1961
年 8 月に初めて「有線放送受信管理法」が制定された。








1961 年 12 月からは国営テレビ放送が始まり、1962年 12 月に「国営テレビ放送事業運営
に関する臨時措置法」及び「国営テレビ放送事業特別会計法」が制定され、国営放送の財






















1973 年 3 月に「放送法施行令」、1973 年 2月に「映画法」、1972 年 2 月に「外国刊行物輸入























文化観光部 2006 年 12 月改正。
映画振興法 外国映画輸入推薦
外国映画輸入許可































文化観光部 2007 年 7 月「出版文化産業振
興法」として制定。
出典：『文化産業白書』文化観光部、2007 年、鄭淳日「韓国の放送と日本の大衆文化」『放
送研究と調査』日本放送出版協会、1999 年 3 月より作成。






















で約 20 年間に放送禁止された「倭色歌謡」は 250曲に及んでいた28。






これにより、1991 年 12 月の民営放送の許可により、ＳＢＳが開局し、1990 年 6月には
交通放送の新設、1990 年 12月には教育放送が独立した。また、1990 年 4 月に平和放送、



















ことになる。これにより、1991 年 12 月には「総合有線放送法」が制定され、金泳三政権期
の 1994 年 3月からは、ケーブルテレビ時代が開始された。衛星放送の導入論議は 1995 年
ムグンファ衛星発射の成功により本格化されたが、衛星放送実施の根拠が設けられたのは
2000 年の「放送法」の中であった32。










れ、「公演倫理委員会」が 1997 年 10 月に「公演芸術振興協議会」に変更されたが、また 1999
















1990 年 6 月には放送構造改編が行われ、「放送法」、「韓国放送公社法」等が制定されるこ
とにより公民営放送体制が確立された37。2000年 1月 12 日制定された「統合放送法38」は
従来の「放送法」と「総合有線放送法」、「韓国放送広告公社設置法」などを一つにまとめ
たもので、この放送法によって 2000年 2 月には新しい「放送委員会」が構成され、第一次
事業として衛星放送事業者にスカイライフ社（Sky Life）を選定した。スカイライフは 2


















1995 年のサービス開始以来、韓国のケーブルテレビは順調に加入者を増やし、2005 年 6
月末時点で、総加入契約は 1,350 万、普及率にして 69％（テレビ台数比）に達している。
視聴率の面でもケーブルテレビの成長は著しく、2001 年にはわずか 5％に止まっていたそ
の視聴率が、2005 年には 12.5％にまで上がった。その結果、広告媒体としての価値も認め
られるようになり、総合有線放送事業者の広告費成長率は 2003・2004 年にそれぞれ 45％増
と 30％増を記録した43。
























次「放送映像産業振興 5 か年計画（1998～2002）」を樹立した。2000 年の「統合放送法」制
定に基づき計画の一部を変更し、また 2003 年には、改正された「文化産業振興基本法」に
基づいて、放送映像物関連産業及び独立製作社に対する振興政策を補完しつつ、第 2 次「放
送映像産業振興 5 か年計画（2003～2007）、第 3 次「放送映像産業振興 5 か年計画（2008～
2012）まで継続して推進してきた。2007 年までに放送映像先進国入りをビジョンとし、放




















2003 年以降総 216 個過程、3,549 名教育
・サイバー放送映像アカデミーを構築し、オンライン教育、2003









成。（2006 年基準にして総 170 億ウォンのプログラム販売）
出典：「第 3次放送映像産業振興 5 か年計画発表」文化体育観光部内部資料、2008 年、11










































ＯＳＭＵ事例としてまず、韓国では 2002 年 1月から 3 月までＫＢＳで全 20 回放送、平
均視聴率 22.5％を記録し、日本では 2003 年 4月にＮＨＫ―ＢＳ２で、2004 年 4月にはＮ
ＨＫ地上波で放送された『冬のソナタ』（権利主体：ＫＢＳ、ペン Enter. 、べ・ヨンジュ
ン）は、『冬のソナタ』版権を日本に販売し、ＫＢＳが得た収益は 270億ウォン（約 17 億
































150 億ウォン 150億/600 億 14 億ウォン
VOD 権海外輸
出




次の事例として『チャングムの誓い』は、韓国では、ＭＢＣによって 2003 年 9 月から


















































ている。ＢＣＷＷ は 2000 年度に Eight Peaks co. Ltd.が主管したが、大幅な赤字を経験







































25 か国 110社 13 億
（民間 12.5億
＄570 万 主催：Eight Peaks
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79,113 千＄）台湾（6.7％、7,769 千＄）、アメリカ（5.2％、6,025 千＄）の順になった。
特に日本の場合、輸出占有率の増加が著しく（2002年 10.8％→2003 年 19％）、その要因と
しては、日本での韓国ドラマの人気と相まって韓国では「日本文化開放」により、日韓間
の放送コンテンツ交流が活発化されたことが挙げられる59。
また、2008年度の輸出額は 2007 年の 1 億 6 千 300万＄より 10.82％増加し 1 億 8,000
万＄を記録した。同年度に 10％の成長が可能になった主な要因としては、『宮廷女官チャン
グムの誓い（ＮＨＫＢＳ2 2004 年 10月 7 日～2005 年 10 月 27日最初放送）』が反響を呼
び、それにに続く『太王四神記（ＮＨＫ総合 2008年 4 月 5 日～9 月 27日放送）』、『ファ




持続の影響でドラマの輸出が、2002 年は全体輸出の 76.8％（1,639 万＄）を示し、2003 年
には 85.7％（2,834 万＄）を示した60。
一方輸入に関しては、金大中政権により「日本文化開放」が実施された 1998 年以降増加
したが、その後減少し、2008年には 98 年のレベルを下回る数値となり、2007 年の 3,227
万＄より 32％減少し、2,185 万＄になった。
1998年以降、放送コンテンツ輸出入状況をみると2002年から2008年まで急速に成長し、








アニメ（5.3％、6,111 千＄）、娯楽（1.6％、1,864 千＄）で、ドラマが 9 割以上を示して
おり、輸出のジャンルに映画が含まれてないのが特徴であった。ジャンル別主要輸入プロ




【表Ⅲ－11】放送コンテンツの国家別輸出入状況 (2011 年) （単位：千＄）
国家別 総計 地上波放送 ケーブルテレビ等

































































































【表Ⅲ－12】放送コンテンツのジャンル別輸出入状況 (2011 年) （単位：千＄）
ジャンル別 総計 地上波放送 ケーブルテレビ等


























































































































































2000 年 6 月以前の、日本からの主な輸入プログラムはアニメが中心で、ドキュメンタリ
ー・共同制作が一部含まれていた。2000 年 6 月の 3次開放の際、全放送媒体でドキュメン
タリー・スポ－ツ・報道番組が開放され、劇場で公開された日本映画のケーブルテレビ及










金額合計 ドラマ 記録映画 アニメ 報道 音楽 娯楽 他
2003年 5914 4,689 12 150.8 863 200
2004 35,181 34,266 130 581 23 284 3,781
2005 65,511 61,419 57 20 2,882 1,133
2006 47,632 43,558 216 31 213 3,491 124
2007 53,494 51,547 787 508 652
2008 65,627 63,505 29 57 1026 1,010
ジャンル別放送プログラム対日輸入内容 （千＄）
金額合計 ドラマ 記録映画 アニメ 音楽 映画 娯楽 他
2003年 2,460 272 183 1,955 11 39
2004 4,897 1,434 448 57 200 18
2005 4,678 1,603 333 1,341 40 42 1,314
2006 9,521 869 156 8,106 262 129
2007 9,469 1,310 263 7,762 15 55 64










国家 ジャンル 地上波放送 ケーブルＴＶ等


































































たのは、ワールドカップ共同主催を記念して日韓共同で製作し、2002 年 2 月に日韓両国で
放送されたドラマ『フレンズ（Friends）』だった。韓国ではＭＢＣ地上波で放送され、平
均視聴率 17.5％、日本ではＴＢＳ地上波で放送され、やはり高い視聴率（第 1・2 部 14.1％、
第 3・4 部 15.3％）を記録した。この時期から、韓国ドラマはＢＳ放送、地域放送局、ＣＳ
デジタル放送など多様な媒体を通じて日本の視聴者に受容された。2003 年 4 月にはＮＨＫ-
136
ＢＳ２で、2004 年 4 月にはＮＨＫで『冬のソナタ』が放映され、「韓流ブーム」を巻き起こ
した。『冬のソナタ』ブーム以降、韓国ドラマは地上波・地域民間放送・ＢＳ／ＣＳ放送・
ＶＯＤサービス・ ＤＭＢ／ＩＰＴＶのような多様な媒体から放映されている。














2001 年 1,186 2,158 550
2002 年 2,311 3,615 639
2003 年 6,276 4,115 1,525
2004 年 36,084 5,403 6,679
2005 年 66,367 8,469 7,836
























































































































試験」から日本語を含む第 2外国語科目が除外されたが、2001年度（2000 年 11月に実施）
から第 2 外国語が復活して選択科目の一つとなっている。2003年に日本語を選択した高校








































































































を目指し、1996 年には、国民一人当りＧＮＰが 10,548 ドルで世界 34 位、経済規模は世界




















また、1989年～95 年の個人消費の伸び率 8.5％は、国民総生産の伸び率 7.7％を上回っ
ており、個人消費が景気を支えていることが見て取れる。労働分配率も 1980～85年では
53.9％であったが、1989年～94年では 60.4％に変化し、社会的な所得格差の分布を示すジ









1986 87 88 89 90 91 92 93 94 95
ＧＤＰ成長率 11.6 11.5 11.3 6.4 9.5 9.1 5.1 5.8 8.6 9.2
実質賃金上昇率 5.3 6.9 7.8 14.5 9.4 7.5 8.4 7.0 6.1 6.4
名目賃金上昇率 8.2 10.1 15.5 21.1 18.8 17.5 15.2 12.5 12.4 11.2
消費物価上昇率 2.8 3.0 7.1 5.7 8.6 9.3 6.2 4.8 6.2 4.5










































































































































































第一次開放直後の 98 年 10月 26 日付け朝鮮日報は、「日本大衆文化開放国民 61％賛成」
との見出しで、「韓国の国民 10 人のうち 6 人が日本の大衆文化に対する市場開放に賛成で
あることが明らかになった」と伝えている。記事では「朝鮮日報と世論調査専門機関・Ａ
148
Ｃニールセンが、全国の成人男女 3000人を対象に今月 16 日から 5 日間電話で世論調査88を
した結果、日本の大衆文化開放に対して「大変賛成だ」４％、「賛成だ」57％で全体の回答
者の 61％が肯定的に評価した。「大変反対だ」8％、「反対だ」31％など反対とした人は 39％

















































3 次開放が行われた 2000 年以降の経済産業への影響について、（『文化産業白書』：2003
年）では、映画、アニメーション、ゲーム、アルバム、放送映像の、大衆文化 5分野の国




そして、第 4 次開放が実施されてほぼ半年後の、2004 年 9 月の『朝鮮日報』は、音盤の
輸出入状況に関し以下のように報道を配信している。「第 4 次日本文化開放後、文化観光部
の日本人アーティストの音盤輸出入の現状を分析した資料（1月 1 日～6月 30 日までの）
によれば、韓国人アーティストの日本へのアルバム輸出額は、58 億 300万ウォンである一




ここでは更に、期間を韓国における日本文化開放が行われた 1998 年（第 1次開放）から、















【表Ⅲ－19】 上位 100 位内の各国小説販売件数の占有率（％）




韓国小説 25.7 29.2 31.7 34.5 30.28
日本小説 19.0 26.8 27.6 17.1 22.63
英米小説 29.6 27.1 19.3 24.3 25.08
フランス小説 1.7 1.3 9.3 17.8 7.53
ラテン小説 13.9 6.0 5.7 4.1 7.43
ドイツ小説 8.2 7.7 5.3 1.2 5.60
他 1.9 1.9 1.0 1.0 4.15

























ＢＳが 5000万ウォン（約 500 万円）で購入し制作した『窈窕淑女』は、その後フジテレビ



















シングルス（2003 年、権チョルイン監督） 29 歳のクリスマス/小説/鎌田敏夫
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占めている割合をみても明らかである。放送委員会が集計した 2000 年の対日輸入金額 273


















区分 Anione Tooniverse Champ
韓国製アニメ 60,495(12.48%) 175,400(34.38%) 66,240(13.98%)
日本製アニメ 394,530(81.39%) 311,970(61.15%) 391,350(82.63%)
他 29,700 (6.13%) 22,760 (4.47%) 16,020 (3.39%)
計 484,725 (100%) 510,130 (100%) 473,610 (100%)
出典：チョン・クワンリョル他『日本大衆文化開放 10 年』、354頁。
【表Ⅲ－22】 日本製アニメのケーブルＴＶ平均視聴率（単位：％）
区分 韓国 日本 備考
2006 年上半期 1.98 3.17 視聴率 6 位までの平均
2006 年下半期 1.44 3.36 視聴率 5 位までの平均




国家 Anione Tooniverse Champ Animax
全体放送時間 312,830 356,025 417,120 370,565
日本 181,400（57.99） 265,500(74.57) 294,680(70.65) 286,685(77.36)
中国 14,820( 4.00)
アメリカ 85590（27.36） 55,725(74.57) 71,440(17.13) 40,310(10.88)
カナダ 4,230（ 1.35） 29,900( 8.40) 5,670( 1.36) 28,750( 7.76)
イギリス 1,170( 0.33) 780( 0.19)
イタリア 18,630（ 5.96） 14.020( 3.36)
フランス 9,240（ 2.95） 3,730( 1.05) 4,830( 1.16)
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チェコ 400（ 0.13）



















として、日韓合作２D101アニメ『Element Hunters』は、韓国のアニメ制作会社 Heewon エン
ターテインメント社と日本のＮＨＫエンタープライズ社が制作し、台湾、香港等 7 か国で






年度 作品名 韓国制作社 日本制作社 韓国の放送時期
































































映画部門は、1998 年 10 月の第一次開放の際に、日韓共同製作作品、4大国際映画祭（カ












区分 1997 年 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
日本映画（％） 開放前 0.4 3.1 7.4 1.4 3.2 2.9 2.2 1.4





























本数 60 58 106 － 107 331
占有率(%) 21.4 49.5 15.2 － 13.9 100
1998 年
本数 43 68 103 2 71 287
占有率(%) 21.3 53.0 19.4 0.4 5.9 100
1999 年
本数 42 71 94 4 64 275
占有率(%) 35.8 46.7 9.6 3.1 4.9 100
2000 年
本数 58 74 93 25 80 330
占有率(%) 32.0 36.2 18.8 7.4 5.6 100
2001 年
本数 52 60 77 24 67 280
占有率(%) 46.1 30.6 15.8 1.4 6.1 100
2002 年
本数 95 73 55 10 50 283












【表Ⅲ－27】 観客 30 万人以上の興行日本映画（ソウル地域）
順位 映画名 観客数（万人） 封切り年度
1 ハウルの動く城 310 2005
2 ラブレター 120 1999
3 日本沈没 94 2006
4 千と千尋の神隠し 93 2002
5 デスノート（DEATH NOTE） 77 2006
6 着信アリ 50 2004











15 オトシモノ 31 2006






韓国の映画製作会社スターMAX 社が製作費 20％を出資し、日本の映画制作会社東映が 80％
を出資して制作された。2002年に封切された映画『ソウル』は、日本の東映が全額出資し
て制作されたケースである。また、2003 年封切りの 1973 年に起こった金大中事件を題材に




企画社 SAMHWA Networks 社が、日本の繊細なシナリオ、韓国内の上位レベルの演出家の力
量、韓流俳優の人気をもとに、ＴＶと映画館を掌握しようとする意図から出発した企画で
ある104。


























が占有率 21％を占め、一番観覧したい映画 1 位に選ばれた107
次の表は、2008 年までの日本制劇場用アニメ興行実績を示しているもので、2002 年封切
りの『千と千尋の神隠し』がソウルだけで 936,250 人の観客を動員、2004 年には『ハウル
















もののけ姫 195,630（ 全国 ） 2003
猫の恩返し 531,544（ 全国 ） 2003
ハウルの動く城 3,015,615（ 全国 ） 2004
遊戯王 120,415（ 全国 ） 2005
あらしのよるに 253,041（ 全国 ） 2006
ゲド戦記 176,162（ 全国 ） 2006
ポケモン－レンジャーと蒼海の王子マナフィ－ 124,391（ 全国 ） 2006
崖の上のポニョ 1,524,734（ 全国 ） 2008
ドラえもん－のび太の新魔界大冒険 － 337,908（ 全国 ） 2008
ケロロ軍曹 3 －ケロロ対ケロロ天空大決戦－ 171,148（ 全国 ） 2008


















区分 2000 年後半期 2001 年 2002 年 計
ビデオ販売量 297,202 223,416 163,006 683,624
占有率（％） 4 4 3 4
出典：チョ・ヒョンソン他『日本大衆文化開放の影響分析及び対応方策』、14 頁より作成。
４）音楽部門
音楽部門は 2000 年第 3 次開放により、歌謡公演は、室内外の区別なく全面開放、レコー
ドは、日本語による歌以外（演奏のみ、第三国語・韓国語翻訳による）を開放し、引き続








ここで、音盤の輸入が始まった、日本文化の第 3 次開放時期の 2000 年前後を中心に、対
日本輸出入金額をみてみよう。
161
関税庁統計資料の基準でみると、第 3次開放が行われた 2000 年の、日本からの音盤輸入
額は約 6 億ウォンで、2001 年には 5 億 2,000 万ウォン、2002 年には 12億 4,000 万ウォン
まで増加した。ここで注目するべき点は、2000年の日本からの音盤輸入と相まって、韓国
から日本への輸出も増加しているところである。韓国内のジャンル別の音盤市場の占有率






1998 1999 2000 2001 2002
輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出
テープ 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1
CD 1.3 19.7 3.1 19.8 5.8 59.0 5.1 61.4 12.3 27.9












年度 音盤名 発売日 販売量
海外音盤
チャート順位
2000 ラブレター OST 1999.11.9 18 万 7492 8 位
2001 SCNENRIES IN LOVE（倉本裕基） 2001.4.17 6 万 5829 19 位
2002 TIME FOR JOURNEY（倉本裕基） 2002.5.9 4 万 6205 28 位
162
2003 50 位内なし
2004 LOVE（中島美嘉） 2004.1.19 3 万 285 12 位
2005 ハウルの動く城 OST（久石譲） 2004.12.15 2 万 4147 11 位
2006 ARASHIC（嵐） 2006.7.20 1 万 3286 15 位





2008.2.19 7446 18 位
出典：チョン・クワンリョル他『日本大衆文化開放 10 年』、366頁。










も強くなかった。日本マンガの韓国市場占有率は、2001 年 60％から 2005 年 69％まで増加111
している中、実際にはより高い占有率を示しているとの見解が多い。
日本マンガ市場規模はコミックス・マンガ雑誌を含め 5,317 億円（2001 年基準）位の規
模で世界最大規模のマンガ市場を形成いている。日本国民が毎年消費する出版物の中マン















































































文化体育観光部は、2003 年樹立した「マンガ産業振興 5 ヵ年計画（2003～2007）」に引き

































一方、第 4次開放直後の『朝鮮日報』は、「第 4 次日本文化開放以降、初めて韓国のお茶
の間に登場した日本ドラマ（ケーブルテレビ）は、当初の予想に反して不調であったして、
次のように報じている。





























































経験有と答え、開放以前の 1998 年120（93.2％）より約 5.6％が増加している。全体的な接
触経験の有無は、開放以前と大きい差は見せなかったが、分野別には多少の差を示してい
る。開放により接触経験が増えている分野は、映画・ビデオの分野であり、映画の場合は、
1998 年（18.6％）より 2009 年（91.2％）に 72.6％増加し、ビデオの場合、1998 年（26.6％）
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2003 年 2月 25 日に就任した盧武鉉大統領は、2003 年 6 月 6 日から 9日にかけて国賓と
して訪日し、6月 7 日小泉首相との首脳会談の結果、両首脳は「日韓首脳共同声明－平和と
繁栄の北東アジア時代に向けた日韓協力基盤の構築－」 を発表した。この共同声明の中で、




1998 年の第 1 次開放から始まって順調に行われた日本文化開放は、歴史教科書問題や小泉
首相の靖国神社参拝問題などの否定的な対日感情の増幅により、2001年 7 月 12日の凍結宣
言によって追加開放が一時中断されたが、2003年 6月 7 日に、東京で行われた小泉首相と
盧武鉉大統領との日韓首脳会談の席で、両首脳が共同声明で表明した「日本大衆文化開放





2004 年 1 月の第 4 次日本文化開放の際には、劇場用アニメ、その他の娯楽番組（バラエ
ティ、トークショー等）の放送は開放が見送られたが、それ以外の分野は全てが開放され
た。またその後、靖国参拝問題、竹島（独島）問題などの政治的問題による緊張状態の中
で、2006 年 1 月に第 4 次の追加開放が実施され、現在では、放送分野に一部の制限が残っ
ている状況である。
4 次開放では、映画振興委員会の 18 才以上観覧可の「映画等級分類」審査を経て、開放
映画輸入１号作として、『スワロウテイル（1996 年、岩井俊二監督）』、『新雪國（2001 年後
藤幸一監督）』、『BROTHER（北野武監督 2001 年』、『赤い橋の下のぬるい水（今村昌平 2001
年）』等を始め、日本映画の輸入が本格化された3。








年、3 月 30 日）など、日韓関係を緊張させる要因はあったものの、韓国政府は 3・1 節記念











続いて李明博大統領は、2008 年 2月 25 日の大統領就任式の際に行われた福田首相との首
脳会談で、「シャトル首脳外交」を実施することで一致した。その 1 回目として、4 月に李
明博大統領が訪日し、日韓両国が協力して国際社会に貢献していくとの考えを確認し、ま
た、両国の一般市民が参加する交流事業である「日韓交流おまつり」はこれまではソウル







日韓併合 100 周年を迎えた 2010 年には、日韓関係において意味のある進展があった。日
本の菅首相は、過去史に対する真摯な反省と謝罪の内容を含んだ日本政府の「内閣総理大








年に 7 回目を迎え、ソウル（9 月 25 日）及び東京（10 月 1～2 日）に開催され、日韓両国
民間の最大文化祝典として発展した12。





























































































































る 9 人の委員で構成する（放送法第 21 条第１項）。9人の中大統領が 3 人を任命する。また、
国会議長 が国会各交渉団体代表議員との協議を経て推薦した 3 人、国会文化観光委員会の
推薦依頼を受けて国会議長 が推薦した 3 人を大統領が任命する（第 21 条第 2項）。委員の



















査の問題点を改善するため 2000 年 1 月から導入された制度である。現行放送法第 17 条 3







ている。2006 年 10月改正された放送法の中で、地上波放送事業者の場合、総 500 点23（内




































































































サンプル構築 統計庁人口調査資料に基づき、全国 13 歳以上の人口数の地域・性・年齢比
率に合わせ、6000 人のパネルを構成（1200 人ずつ 5 グループ）
調査方法 電子質問紙を利用、インターネット調査
調査対象 地上波ＴＶ（KBS-1 、KBS-2、MBC、SBS）
調査期間 2005 年 4 月 1 日から 12 月 31日まで全日調査
調査進行手順 サンプルにＥ-mail 送信→Ｈ.Ｐに接触、番組の評価→調査完了
ジャンル分類 放送委員会のジャンル分類を基準31
出典：放送委員会『2005年度 KI受容者評価調査総合報告書』2006 年、31 頁に基づき作成。
【表Ⅳ－5】 2005 年受容者評価の月別応答率現況（単位：％）
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 平均
全体 52.09 41.44 43.78 44.55 44.55 47.52 45.79 43.60 46.68
性別 男 51.78 43.16 43.90 46.81 47.33 49.73 48.15 47.72 48.63
女 52.13 40.09 44.37 42.68 42.37 45.90 43.95 40.05 45.14
年齢
別
10 代 34.17 22.23 21.01 22.66 21.71 22.18 19.31 19.35 23.12
20 代 53.45 40.67 42.54 43.41 42.45 43.92 42.40 41.84 46.49
30 代 53.98 46.14 47.59 50.56 49.33 54.34 52.27 50.78 52.10
40 代 50.91 44.50 45.31 48.69 46.66 52.78 49.20 45.86 48.82
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50代以上 55.24 50.38 53.15 53.46 53.39 54.85 55.59 50.93 53.87

















【表Ⅳ－7】 2005 年チャンネル別 KI ・ＳＩ ・ＱＩ点数
ＫＩ ＳＩ ＱＩ
全体 7.03 7.07 6.98
ＫＢＳ－1 7.31 7.32 7.30
ＫＢＳ－2 7.07 7.11 7.03
ＭＢＣ 6.93 6.99 6.88
ＳＢＳ 6.81 6.88 6.73
差異検証 KBS-1>KBS-2>MBC>SBS KBS-1>KBS-2>MBC>SBS KBS-1>KBS-2>MBC>SBS
























ＫＢＳ ＭＢＣ ＳＢＳ ＫＢＳ ＭＢＣ ＳＢＳ
全体 3.42 3.32 3.42 3.51 -0.1 0.00 0.09 SBS >MBC> KBS
面白い 3.48 3.26 3.46 3.71 -0.22 -0.02 0.24 SBS >MBC> KBS
さわやかだ 3.32 3.15 3.29 3.52 -0.17 -0.03 0.20 SBS >MBC> KBS
生動感がある 3.44 3.31 3.41 3.60 -0.13 -0.03 0.16 SBS >MBC> KBS
好感度が高い 3.40 3.40 3.43 3.38 0.00 0.03 -0.02 MBC>KBS> SBS
親近感がある 3.45 3.50 3.50 3.35 0.05 0.05 -0.10 KBS=MBC > SBS
出典：放送委員会『2005 年度 KI 受容者評価調査総合報告書』、65 頁。
信頼度 95％水準での「>」は有意味の差があることを「=」は差が無いのを意味する。
【表Ⅳ－10】 2005 年放送社別社会的貢献度指数
全体 放送社 差異（放送社－全体） 差異検証
187
KBS MBC SBS KBS MBC SBS
全体 3.28 3.39 3.24 3.20 0.21 -0.04 -0.08 KBS >MBC> SBS
公的責任を果たす 3.22 3.43 3.15 3.08 0.21 -0.07 -0.14 KBS>MBC> SBS
視聴者の権益保護 3.17 3.28 3.14 3.10 0.10 -0.03 -0.07 KBS >MBC>SBS
民主的世論形成へ寄与 3.21 3.25 3.21 3.17 0.04 0.00 -0.04 KBS>MBC > SBS
国民文化向上への寄与 3.41 3.53 3.37 3.32 0.12 -0.04 -0.08 KBS> MBC> SBS
放送発展への寄与 3.38 3.49 3.33 3.33 0.10 -0.05 -0.06 KBS>MBC =SBS






























































































































つマーケティング活動の場として活用している。1回大会（2006 年 9 月 28 日～10 月 1 日）
は 108 社が参加し入場者数は 41,000 名に上った。引き続き 2008 年には 2 回大会、2009年









2007 年には、3か国 11か所から始まった世宗学堂は、2012 年には 43 か国で 90 か所が設
立・運営されている。90 か所の内、地域別としては、アジアで 19 か国 56 か所、ヨーロッ
パ 10 か国 16 か所、北アメリカ 3 か国 7か所、南アメリカ 5 か国 5 か所、アフリカ 4 か国 4






















試験（ＴＯＰＩＫ：国立国際教育院）志願者が 2000 年には 9 か国 28 地域 4,850 名だった
のが、2010 年には 39か国 139地域で 149,650 名になり、約 30 倍に増加した41。ハングルは、
世界で使用言語として世界 17位、インターネット使用言語としては世界 10 位にもなって






































功裏に閉幕した後に、国家イメージ向上委員会規定（2002 年 7月、大統領訓令第 105 号）
を制定し、「国家イメージ向上委員会」を設置した。
盧武鉉政権も、国家イメージ委員会規定（2004 年 1月、大統領訓令第 113 号）に基づき、









定し、2009年 1 月 22 日には「国家ブランド委員会」を公式に発足させた45。
委員会は、政府の各部処長官職等を含めて 13 人、公共機関長 3人を合わせた政府委員 16
人、また、国家ブランド業務の広範囲性を考慮し、分野別の民間専門家を委嘱して民間委













































































また、この様な自国調査による評価の中、2009 年 3 月、「国家ブランド委員会」は、在
韓外国人へのアンケートや、67 か国の現地人へのインタビューに基づいて、①開発途上国
と経済発展経験の共有 ②海外の学生との交流拡大 ③海外ボランティアの名称統一 ④在
外同胞ネットワークの構築 ⑤ハングル普及拡大とテコンドーのブランド化 ⑥グローバル
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市民意識の養成 ⑦大韓民国のブランド発掘・広報 ⑧暖かい多文化社会づくり ⑨デジタル










年から発表している競争力指数であり、調査には先進国と発展途上国 20か国を含め 50 か
国を評価対象にし、20 か国 2 万余名が参加し、1 か国について約 1000 の質問に答える形式
で行われる。「アンホルト国家ブランド指数」は、国民、政府、文化と遺産、輸出、、観光、
投資と移住の 6 項目の要因として構成され、ブランド指数が決められている51。
2008 年度調査では、表Ⅳ－13 のとおり、韓国は総 50 か国中 33 位に対し、シンガポー
ルが 24 位、インド 27 位、中国 29 位、タイ 34 位、台湾 35 位、マレーシア 39 位、イン
ドネシア 43 位となっており、韓国の国家ブランドは、日本を除いた東アジア諸国と同程度




2013 年までにＯＥＣＤ 諸国平均の 15 位以内とする目標を設定した。しかし現在韓国の国
家ブランド順位は、33 位（2008 年）から、31位（2009 年）、30位（2010 年）と毎年徐々
に上がっているが、目標には遠く届かない状況にある。
【表Ⅳ－13】 国家ブランド指数順位 （アンホルト国家ブランド指数：50 か国、2008 年）



















区分 韓国 日本 アメリカ ドイツ 中国
2006 年 67.29 100.07 100.00 104.31 47.91





実態調査（統計データー、125 項目）とイメージ調査（36 項目の設問、26 か国 1万 3,500
名が参加するアンケート調査）を実施することにより、実態とイメージの差を分析し、格
差補完が可能な国家ブランド指数のモデルとして、2009 年から毎年調査・発表している52。
その結果によると 2011 年調査で韓国は、実態調査では 15 位、イメージ調査では 19 位にな
っている（表Ⅳ－15参照）。
2011 年の場合、実態調査で韓国は、科学・技術、現代文化、有名人の 3 部門で 10 位圏内
に、イメージ調査では、科学・技術部門が 3 年連続 10 位圏内に入った。しかし、政策・制
度、インフラ、伝統文化・自然、国民の４部門は 3年連続で目標に至らず、4部門には集中
的な改善策が必要とされる。
実態調査において 3年連続で総合順位 1 位を示したアメリカは、経済・企業、科学・技
術、政策・制度、伝統文化・自然、現代文化、有名人の 6 部門で 1 位を示した。一方、イ










国名 2010 年 2009 年 国名 2010 年 2009 年
１ アメリカ １ １ 日本 ３ ２
２ ドイツ ２ ２ ドイツ １ ５
３ フランス ４ ３ アメリカ ４ ６
４ 日本 ５ ５ カナダ ２ ８
197
５ イギリス ３ ４ イギリス ５ ４
６ スイス ６ ７ フランス ７ １
７ オーストラリア ７ ９ スウェーデン ８ ３
８ スウェーデン ８ ６ オーストラリア ９ 11
９ カナダ ９ ８ スイス ６ ７
10 オランダ 10 10 オーストリア 12 14
































































































































韓流 1 期 韓流 2 期 新韓流
韓流胎動 韓流深化 韓流多様化
期間 1997 年～2000 年 2001 年～2005 年 2006 年～













































































































































































































































日本人が見たくなるドラマだと思い、これを決め手で放送を決めた。2003年 4 月 3日、『冬























































































のドラマ『冬のソナタ』（ 韓国での原題は『冬の恋歌』）である。韓国放送公社（ ＫＢＳ ）
210
が制作したこのドラマは、韓国では 2002 年１月から 3 月まで、週 2 回、計 20 回にわたっ
て放映された。韓国国内で平均視聴率 20％を超える高視聴率を獲得し、これを受けてアジ
ア各地でも相次いで放送され、急速に人気が広まるようになった。日本では、ＮＨＫのＢ












じて、2004年 4 月から 10 月までの 7ヶ月間で、韓国への日本人観光客数は 18万 7,192 人
増加し、低迷する韓国経済に 299.5 億円の観光収入増加をもたらした。『冬ソナ』効果によ
る 2004 年度の国内消費増加額は 364 億円、さらに、第一次経済波及効果（直接的な支出






韓国の 2008年 11 月 25 日付の『中央日報』によれば、「『冬のソナタ』を日本に販売する
ことにより、ＫＢＳが得た収益は 270億ウォン（約 17 億円）であったが、日本もその 40



















彼女』が上映され、3 か月間約 45億ウォンの興行記録を残し、ＤＶＤ販売でも 10 万枚が売
れ、38 億ウォンの収益を上げた。
日本国内での韓国映画上映は 2004 年から本格的に行われるようになった。2000 年～2003
年の間には年間封切り映画が 10 編台にとどまっていたのが、2004 年には『シルミド』、『ブ
ラザーフッド』など 30 編に急増した。2005 年には 61 編が公開され、映画輸入国としては、
アメリカに続き韓国は第 2 位となった101。








2006 年には、日本で上映された韓国映画は、34 編で、2005 年の 61 編の 55%にとどまった。
韓国内で最大興行記録を出した映画『怪物』が 2億 8,000 万円、『トンマッコルへようこそ』
が 3 億円程度の興行収入にとどまり、予想を下回る結果になった。その前年に『私の頭の
中の消しゴム』、『外出』が各々30 億円、27億 5,000 万円の興行記録を出したのと対照的で
ある103。
他方、韓国映画が衰退しているのと対照的に、この時期、日本映画界は第 2 次黄金期を
迎えている。2006 年 11 月まで全体興行収入 1749 億円の中、日本国内で日本産映画が 53%
である 935億円を記録した。日本産映画が、日本国内の全体興行収入の半分を超えたのは






















猟奇的な彼女 2001 年 興行収入 50億ウォン
オールドボーイ 2003 年 230 万
チューブ 2003 年 300 万
殺人の追憶 2003 年 300 万
ブラザーフッド 2003 年 興行収入 150 億ウォン
シルミド 2003 年 興行収入 60億ウォン
僕の彼女を紹介します 2004 年 観客動員 137 万名
興行収入 182 億ウォン
スキャンダル 2004 年 観客動員 90万名
私の頭の中の消しゴム 2004 年 270 万 興行収入 300 億ウォン
甘い人生 2005 年 320 万
外出 2005 年 700 万推算 興行収入 275 億ウォン



























年度 朝日新聞 読売新聞 毎日新聞 産経新聞 四紙計
2001 2 0 1 2 5
2002 6 0 2 4 12
2003 3 2 1 4 10
2004 254 184 160 144 742
2005 581 386 384 369 1720
2006 257 169 173 217 816
計 1103 741 721 740 3305
出典：木村幹「ブームは何を残したか」『ポスト韓流のメディア社会学』、215 頁。
日本中で「韓流」が受容されていく中、韓国に対する否定的な意見も出るようになった。
2005 年 7 月 26 日発刊された『マンガ 嫌韓流』は山野車輪による漫画作品で、嫌韓をテー
マとしており、竹島領土、韓国併合、歴史教科書問題等の日韓問題について、韓国側の主
張を批判する観点から描かれている。続編として『マンガ 嫌韓流 2』、『マンガ 嫌韓流 3』、
214






2005 年 2 月には 64局まで上ったが、2008 年には 31 局になり、5 割以上の減少率をみせて
いる（表Ⅳ－19 参照）。そのうち、韓流ドラマをプライム時間帯（午後 7～11時）に編成し





2005 年 2 月 2006 年 2 月 2007 年 8 月 2008 年 3 月
放送局数 64 36 29 31














































































































【表Ⅳ－21】 日韓間における政治的対立の先鋭化された主な時期（1996 年-2012 年）
























2001 年 8 月
2002 年 4 月
2003 年 1 月















































2008 年 7 月 教科書記述問題 国土部、日本「中学校学習指
導要領解説書」問題と関連、
対国民声明発表






































また、竹島（独島）をめぐる領有権問題については、2005 年 3 月 25 日に島根県が「竹島
の日」を条例で定めたことから政治問題化し、同年 4 月 19 日には海上保安庁による海洋調
査問題から韓国が重大な挑発行為として反発し対日姿勢を強めた。
2010 年 4 月には、韓国国会本会議において、「日本の社会科教科書独島領土表記検定承




たことに対し韓国国会は 4 月 2 日、当該図書の検定合格取消しを求める決議案を可決した。
220













日本側では、全国の有権者から層化無作為 2 段抽出法で 3,000 人を調査対象とし、4 月
20 日に調査票を発送し、5 月 25 日までに届いた調査票による調査。






































































この調査で、日本人の韓国に対する好感度は、80 年代半ばから 90 年代半ばに至るまで、
「好き」を示す数値は、1 割前後だったものが、1999 年から著しく上昇に転じ、2005 年に
は下降している。しかし、「どちらでもない」が 6割から 7 割と、韓国人に比較して明確に
好き嫌いの意見を持つ者は少数で、多数は中立的意見、あるいは浮動的層であることが特
徴である。また、全体の変化は小幅である（図Ⅳ－1 参照）。
1989 年 1 月以降、韓国からの海外旅行が完全に自由化されたこともあり、両国間の人的





























































値が悪化した。その後、1998 年 10 月の韓国における「日本文化開放」、2003 年頃からの日
本における「韓流現象」の影響で、対韓認識が変化・好転していった。
歴史認識には溝があるものの、文化への関心は高まり、日本で、韓国の映画や歌を見た
り、聞いたりしたいという人が 23％、韓国を訪問したことのある人では 3 割を超えた。一
方、日本の大衆文化の公開が規制されている韓国でも、日本の大衆文化に関心を寄せる人
が 20 代では 20％を超えるなど、若い世代の日本文化に対する思いが感じられる122。
1998 年 10 月の韓国における「日本文化開放」以後、韓国映画『シュリ』は 1999年秋の






























な対日感情の増幅により、2001 年 7月 12 日の凍結宣言によって追加開放が一時中断された
が、2003 年 6 月 7 日の日韓首脳会談の後、2004 年 1 月より映画、レコ－ド及びゲ－ムソフ
ト販売をすべて開放した。また、放送分野についても、制限は残っているものの大幅な開
放措置がとられた。






















韓国政府も、2007 年に「四天王寺ワッソ 2007（11月 4 日）」、「第 7 回日韓歴史家会議（11


















































































化した。2000 年前後には、「良い」が 31％まで回復されたものの、前述のように、2005 年
には、日本の『新しい歴史教科書（扶桑社）』の記述問題が発生するなど、歴史問題で日本
に厳しい視線が向けられ、関係が悪化し数値も悪化した（図Ⅳ－4 参照）。











本の国際交流基金が 1998 年 12 月に 33 ヶ国・地域で行った日本語能力試験に、韓国では 3
万 9000 人余りが応募し、全体の 3 割強を占めた。1993 年の同基金調査では、世界で日本語
を学ぶ約 160 万人のうち、韓国は約 82万人でトップだった127。








また、2004 年 12月、光復後 60年（戦後 60 年）を期に、弾圧統治の記憶を残した日本に
対する韓国民の考えについて朝鮮日報が行った調査では、国民の 26.8％が日本に対し「好







本が「好き」と答えた 20 代の比率は 29.1％であったのが、2005 年には 36.0％に増加して
いる。また 21～25 才（33.2％）よりも 16～20 才（38.7％）の方が高かった。加えて 2003
年 9 月の調査では、「移住を希望する国」を問う質問で、20 代は 2.5％だけが日本と答えた
が、2005 年の調査では 15.3％ が日本と答え、全体の 3 位を占めた。日本に対する新世代
の認識が友好的になりつつあることを示す例と言える。
その後、2012 年 8 月 10 日の李明博大統領による竹島上陸を受け、8 月 21 日、日本政府
は、国際法に基づいた平和的な解決を検討したいとの考えで、竹島（独島）の領有権問題
を、国際司法裁判所へ合意付託すること、日韓紛争解決交換公文に基づく調停を行うこと































第 1 期：無関心・避関心の時期（1945－1965 年）日本統治の終焉から国交正常化まで
第 2 期：政治的関心の時期（1965－1983 年） 国交正常化からほぼ 20年間





















第 1 期：無関心・避関心の調合による忘却の時期（1945－1965 年）
第 2 期：誘引と反発、関心と反関心、模倣と敵意の競合の時期（1965－1982 年）
第 3 期：自己挑戦が対抗意識に代わる次期（1984 年～）
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続いて 1967年に、徳川幕府と薩摩藩、佐賀藩が参加して開催された、第 2 回パリ万国博
覧会の頃には、日本熱は大きな広がりと高まりを見せ、特に浮世絵版画は西欧社会に衝撃
をもたらした。その後、明治新政府が初めて公式参加した 1873年のウィーン万博、政府に








































































この間、初代駐日英国公使オルコック卿が出品した 1862 年の第 2 回ロンドン万博、徳川
幕府と薩摩藩、佐賀藩が参加した 1967 年の第 2 回パリ万博、その後、明治新政府が初めて
公式参加した 1873 年のウィーン万博、1878 年のパリ万博などで紹介された日本の美術・工
芸品は、西欧の美術工芸界に大きな影響を与え続け、「ジャポネズリー」から「ジャポニス
ム」への潮流を導いていった。
特に浮世絵などの日本美術は、マネ（Édouard Manet）、モネ（Claude Monet）、ドガ（Edgar 
Degas）、ルノワール (Pierre-Auguste Renoir)などの印象派の画家だけでなく、印象派の
画家達の影響の下で活動した後期印象派の画家たち、ゴッホ、（Vincent van Gogh）ゴーギ



























ホイッスラ （ーJames Abbott McNeill Whistler）、ロートレック（Henri de Toulouse-Lautrec）








































































































































公開されて以来急速に普及し、3 年後の 2005年には世界市場の 60％を占めるに至り、米国
市場にも着実に浸透している。初めて全米放映された日本製アニメは 1963 年の『鉄腕アト
ム』即ち”Astro Boy”だが、98 年の『ポケットモンスター』のヒットを機に放映が増加し、
05 年 4 月時点では、米国東海岸で、35 タイトル以上が 14 局で放映された34。その結果、ア
メリカにおける日本のアニメ関連ビジネス市場規模は、2002 年のデータであるが、日本か
らアメリカへの鉄鋼輸出額の 4 倍にのぼる大きな産業に成長している。これは日本貿易振
興会（ジェトロ）が 2003 年に発表したアニメ産業規模で、その額は、アメリカだけで 43









































































































































① 科学的なリアリズム ： メカや兵器をリアル、フェティッシュに描く作法
② 記号的な身体性 ： 死なない、傷つかないキャラクター
③ 戦局を見る視点 ： 大局的な視点、世界観につながっていく





















































1950 年がピークと言われ、1955 年には 1 冊が 100円を越えるようになった赤本マンガは姿
を消していった。赤本マンガの終焉により、独自の道を模索せざるを得ない業界は、正規
の取次ルートを通さない「貸本屋」向け単行本の出版を生み出した61。
貸本屋では、当時 200 円ほどしたマンガが 10円ほどで借りられるので、小遣いの少なか
った子供たちにとっては手軽な娯楽であった。貸本マンガが盛んになると、貸本専門の分




















































































第 2 次大戦後、昭和 30 年代に、日本のアニメ界の発展の基礎となるスタジオが設立され




































8 コマ／秒程度の「リミテド・アニメーション」（30 分アニメ・1 万枚以上）が定着してい
















































































































であった“Club Dorothée”は 1997 年で放送終了になってしまった87。
しかし、日本の優れた作家が作るアニメ作品は、言語や文化の壁を容易く越えられると
いうことを立証した。2001年に公開された、宮崎駿の劇場アニメ『千と千尋の神隠し』は、
フランス語では『Le Voyage de Chihiro（千尋の旅）』、英語では『Spirited Away（誘拐・
神隠し）』となるが、ベルリン国際映画祭金熊賞、アカデミー長編アニメ賞など各国の映画
祭で受賞し、世界各国で公開されて絶賛された。その後ＴＶアニメ放送も再び流行し、2002






































Service）は 2013 年 5 月 23日、毎年恒例の国際世論調査の結果を発表した。この調査はＢ
ＢＣワールドサービスが企画し、カナダの民間調査会社グローブスキャン（GlobeScan）と、
メリーランド大学（University of Maryland）の国際政策プログラム（ＰＩＰＡ - Program




その結果、2012 年には 17 か国中 1 位だった日本は、2013 年には 4 位に順位を下げたが、
領土問題や歴史問題によって中国・韓国からの評価が悪化したことがその要因と言える。

























ている（表Ⅴ－1 参照）。1979年には世界中で 1,145 機関であった日本語教育機関は 2009
年には 14,925 機関（13.0 倍）に、13 万人であった日本語学習者数は、世界 133 ヶ国で 365
万人（28.1 倍）へと大幅に増加している。その期間の中でも特に、1990年に 98万人だっ








機関数 伸率(%) 学習者数(人) 伸率(%)
1979 年 1,145 - 127,167 -
1984 2,620 128.8 584,934 360.0
1088 3,096 18.2 733,802 25.5
1990 3,917 26.5 981,407 33.7
1993 6,800 73.6 1,623,455 65.4
1998 10,930 60.7 2,102,103 29.5
2003 12,222 11.8 2,356,745 12.1
2006 13,639 11.6 2,979,820 26.0
2009 14,925 9.4 3,651,232 22.5








万人、中国が 83 万人、インドネシアが 72 万人で第 3 位であるが、インドネシアの学



















そうした取り組みは、来場者数の急増となって表れ、2000 年の第 1 回参加者 3 千 200 人
から増え続け、セルジーで開催された第 7 回では 3日間で 5 万 6 千人の人達を動員した。
その後、2008 年の第 9 回で、13 万 5000 人と 10 万人を越え、2012 年には 20 万人を超えて
経済的にも大きな注目を集めるようになっている（図Ⅴ－1 参照）。次に来場者の年齢構成
は、15 才未満が 17％、15才～25 才が 65％であり、25 才未満の若年層が 8 割以上を占める、
若者たちが中心の交流イベントに成長した（表Ⅴ－2 参照）99。










し」が 83.6％、「1 回」が 12.0％となり、来場者の大半が 10 代から 20 代の若者であるので、
訪日経験が無いのもうなずける。だが、日本に行ったことがないが日本に関心があるフラ
ンス人達が、4 日間のイベントに 20 万人も集まったのである101。
【図Ⅴ－1】 「ジャパン・エキスポ」入場者推移
【表Ⅴ－2】 「ジャパン・エキスポ」入場者年齢構成（2014年）
年齢 15 歳未満 15-25 歳 25 歳以上












年の一年間を見ると、７月にパリ郊外で開催される本体の第 14 回「Japan Expo」に加え、
3 月にはフランス・マルセイユで第 5回の「Japan Expo Sud」、10 月末にはフランス・オル
レアンで第 3 回「Japan Expo Centre」が、11月初旬にはベルギー・ブリュッセルで第 2回
の「Japan Expo Belgium」が開催された。そして 2013 年から、既存の４地点に加えて、新
たにアメリカ・サンフランシスコで第 1回「Japan Expo U.S.A」が 8 月末に開催された103。
ジャパン・エキスポは民間の催しでありながら、パリの会場だけでも 24万人（一日平均
6 万人）の観客を集客しており、例えば日本の外務省と韓国の外交部が後援し、2012 年に 8























































「フランスでも 1978年から国営テレビの ANTENNE2 で放映開始された『UFO ロボグレン
























































































米国のコンサルタント・会計企業である Pricewaterhouse Coopers 社による調査（ＰＷ
Ｃ“Global Entertainment and Media Outlook”）を見ると、2005 年時点の世界のコンテン
ツ産業市場の合計は約 120 兆円であり、この時点で世界統計が明確な主要 8 ヵ国のうち、
国別 1 位のアメリカが 37 兆 4千億円、第 2 位の日本が 10 兆 6千億円である（なお、世界
と比較するために、日本の数値は国内集計から、カラオケ、アーケードゲーム（業務用機
械ゲーム）、インターネット配信、携帯電話を除いている）。他の 6 ヵ国は数値の多い順に、
イギリス 7兆円、ドイツ 5 兆 9千億円、フランス 3兆 9 千億円、中国 2 兆 3 千億円、韓国 1
兆 3 千億円、台湾 9千億円の規模となっている115。その後 2008 年には、世界市場は約 145










たが、戦後もこの姿勢は変わっていない。第一次大戦後、「Trade Follows the Films」(商




































































せた「文化産業振興 5 ヵ年計画」、すなわち「文化産業ビジョン 21」を発表した。
続いて 2001年には、「文化産業振興基本法」を改正し、これにもとづき国の産業支援機
関として「文化コンテンツ振興院」を設置し、「文化産業振興基金」を立ち上げて、2003 年
までに 5000億ウォン（約 500 億円）を集中投資することとした。また同年、デジタル時代
に対応した情報化政策として、「コンテンツコリアビジョン 21」を策定し、2003 年までに、
8546 億ウォン（約 850 億円）の資金の追加投入が示された。これによって、先の文化産業




















そして中国でも、2009 年 9 月に、国務院が中国文化産業振興の基本方針「文化産業振興
計画」を 発表し、文化産業を重要産業として位置づけ、第 12次五ヵ年計画（2011～2015
年）では、「文化事業と文化産業の発展」を明記した。そして 2012 年 2月には、文化部が
「文化産業倍増計画」を発表し 2015年までの 5 年間で文化産業全体の付加価値の増加額を
年平均 20％以上成長させ、2010 年比の倍増を目指すとした129。「文化産業振興計画」では、
地域・業種を超えた経営の実施により、強力な市場競争力を保持した、生産高 100 億元（約







説によって、日本のコンテンツ産業振興政策が実質的にスタートした 2002 年には、総額 13
兆 2736 億円であったが、小泉政権の最終年度、第一次安倍政権によって「新経済成長戦略」
が進められる、4 年後の 2006 年には総額 13 兆 9,890 億円となり132、この 4 年間では 5.4％
の成長、年平均では 1.3％程度のなだらかな増加傾向にあった。







12 兆 1,563 億円（米国に次いで世界第 2 位、世界全体で約 130兆円）と減少している。そ
の後も、国内市場は少子・高齢化や不況に直面しており、2010年は 12兆 641 億円、2011
年 12 兆 460億円と、震災の影響などもあって、横ばい傾向を続けているといえる134。
また、コンテンツの制作に携わる雇用者数は約 31万人（出典：総務省企業・事業所統計









上記各分野の 2010年の市場規模は、映像 4 兆 4,585 億円、音楽・音声 1 兆 3,802 億円、
ゲーム 1 兆 1,731 億円、図書・新聞・画像・テキスト 5 兆 523億円であり、これを 2002年
と比較すると、ゲームが 13.2％、映像が 0.1％の増加を見せたのに対し、図書・新聞・画

























などのパッケージ系、携帯電話・放送・劇場などのメディア全体で、2010 年には 6兆 8,158
億円と、2002 年の 3兆 4,040 億円に対して、100.2％の大きな成長を遂げている136。
また、日本のコンテンツ産業の国際収支を見てみると、日本製のゲームやアニメ、マン
ガは、世界中に広く浸透しており、コンテンツ産業全体では国際収支は黒字の傾向にある。
特にゲームソフトは、2001 年では輸出が 2,532 億円、輸入が 30億円、2005 年でも輸出が
2528 億円、輸入が 30 億円、2011 年には 2,930 億円、21 億円と 140 倍の輸出超過となって
いるが、図Ⅴ－2 に見るように、ゲームソフトを除くと他の分野は全て赤字である。
放送番組（テレビ番組等）の輸入額は公表されていないが、公表されている地上テレビ
番組の輸出金額を見ると、2004年が 82 億円であったが徐々に増加し、2008 年 93 億円、2009
年には 83 億円となっている。一方韓国の輸出額を見ると、2004 年には 74 億円であったが、



























































































において、2002 年 3月、首相官邸に「知的財産戦略会議」が設置され、同年 7 月に『知的
財産戦略大綱』143がまとめられた。
この大綱では、本文に示されている膨大な施策を管轄し実施する機能を持った「知的財
産戦略本部」の設置、「知的財産基本法」の制定が提言され、2002 年 11 月 27 日に「知的










































































そしてその後、この「コンテンツ専門調査会」は、2006 年 2 月に『デジタルコンテンツ
の振興戦略』を纏めた146。コンテンツビジネス振興政策（2004年 4 月）以後の政策展開を
踏まえて、特に「デジタルコンテンツ」に絞ってより具体的な施策を検討している。




















経済産業省は 2006年 6 月に、『新経済成長戦略』を策定したが、その中で、日本のコン
テンツ産業について、2015 年時点で、市場規模 18.7 兆円、雇用規模 200 万人になると予測
した。それぞれの 2005年時点の実績値は、13.6 兆円、185 万人であるので、10 年間で市場
は 37％、雇用は 8 ％の伸びを見込んだ149。またこれに基づき同省内に、「コンテンツグロ













































































































1997 年 7 月 「21 世紀に向けて新しいメディア芸術の振興について」報告書 （文化庁）
2000 年 11 月 高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）成立
2001 年 12 月 文化芸術振興基本法成立
2002 年 2 月 小泉総理 施政方針演説（知的財産権の国際戦略化、急務性に言及）
2002 年 3 月 知的財産戦略会議 発足
11 月 知的財産基本法 成立
2002 年 12 月 「文化芸術の振興に関する基本的な方針（第１次基本方針）」 （文化庁）
2003 年 3 月 知的財産戦略本部 発足
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2010 年 5 月 「コンテンツ産業の成長戦略に関する研究会」報告書 （経済産業省）
5 月 「知的財産推進計画 2010」 （知的財産戦略本部）
2011 年 5 月 「クールジャパン推進に関するアクションプラン」 （知的財産戦略本部）
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2013 年 6 月 「知的財産政策ビジョン」 （知的財産戦略本部）
6 月 「知的財産政策に関する基本方針」 （知的財産戦略本部）
6 月 「知的財産推進計画 2013」 （知的財産戦略本部）






受けている。日本のコンテンツ産業の市場規模は、2009 年実績で 13 兆円と米国に次いで世























































































ＣＥＳＡ167の調査によると、2004 年～2009 年の 6 年間の、ゲームの違法ダウンロードによ














協力の枠組みづくりを図るものである169。2011 年 10 月アメリカ、オーストラリア、カナダ、
韓国、シンガポール、日本、ニュージーランド、モロッコの 8か国によって署名され、2012














日本の人口は 2006 年をピークに減少傾向にあり、2035 年には 1億 1,068 万人になると予
測されている。またアニメ・マンガ等の主要な消費者の 14 歳以下の人口も、1980 年から




































































































































前述のとおり 2005年 7 月に、「文化外交の推進に関する懇談会」の報告書、『「文化外交
の平和国家」日本の創造を』がまとめられたが、その 8 か月後の 2006年 3 月から、外務大
臣の諮問機関である「海外交流審議会」において「発信力強化のための施策と体制」を諮
問事項とする審議、即ち日本のパブリック・ディプロマシー外交をどう進めていくかとい
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産業振興基金」を設立し、2003 年までに 5,000 億ウォン（約 500 億円）を集中投資するこ
ととした。そして、2001年 6 月には、「韓国文化コンテンツ振興院」の設立と支援策を含ん
だ「コンテンツコリアビジョン 21」を発表し、2003年までに、8546億ウォン（約 850 億円）
の追加資金の投入を示した。これにより、前の文化産業振興基本法による資金枠との合計














































































きな反響を呼んだ2。続いて、2004年にジョセフ・S・ナイが、自著“Soft Power: The Means











































































































































































































































































韓国では 1999 年にコンテンツ育成を国家目標に位置付け、2001 年 8 月に韓国文化コンテ
ンツ振興院が設立され、02 年には「オンライン・デジタルコンテンツ産業振興法」も制定
された。韓国の振興予算は年間 850 億円で、対応の遅れた日本の予算 41億円（2005 年度ア





































































































































































































の調査機関である「ＥＡＩ（東アジア研究院）」が、2013 年 3月から 4月にかけて実施し
たもので、日本側の世論調査は、日本全国の 18 歳以上の男女（高校生を除く）を対象に 3
月30日から4月15日まで訪問留置回収法により実施され、有効回収標本数は1000である。
これに対して韓国側の世論調査は、韓国全国の 19歳以上の男女を対象に 3 月 25日から 4















































① 日韓は共にアメリカの重要な同盟国であり、両国の一人当たりＧＤＰも 3 万ドル台前
半で、高齢化、少子化、労働人口の減少といった社会的課題を共有している。
② 資源・エネルギーの対外依存度が高く、エネルギー自給率（原子力を自給に含める）
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